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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

        ２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、潜在株式がないため記載していない。 

３．第59期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用している。

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 （百万円） 45,034 40,693 43,167 90,300 85,166 

経常利益 （百万円） 393 243 251 161 740 

中間（当期）純利益 （百万円） 330 90 658 175 492 

純資産額 （百万円） 8,974 9,636 10,439 9,181 10,184 

総資産額 （百万円） 23,015 20,407 22,369 19,736 20,465 

１株当たり純資産額 (円) 401.05 429.02 464.82 410.37 453.44 

１株当たり中間(当期)

純利益 
(円) 14.79 4.03 29.32 7.86 21.96 

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益 
(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 39.0 47.2 46.7 46.5 49.8 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △777 △45 △2,090 84 368 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △1,194 △139 △744 2,310 750 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 1,902 △333 1,257 △1,596 △671 

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高 
（百万円） 1,243 1,592 981 2,111 2,558 

従業員数 (人) 320 331 327 324 308 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、潜在株式がないため記載していない。 

３．第59期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用している。

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 （百万円） 43,055 38,755 40,698 86,180 81,075 

経常利益 （百万円） 416 261 240 142 708 

中間（当期）純利益 （百万円） 353 108 578 70 464 

資本金 （百万円） 2,037 2,037 2,037 2,037 2,037 

発行済株式総数 (千株) 22,475 22,475 22,475 22,475 22,475 

純資産額 （百万円） 8,670 9,192 9,916 8,745 9,702 

総資産額 （百万円） 21,949 19,328 21,214 18,547 19,334 

１株当たり純資産額 (円) 385.90 409.26 441.52 389.36 432.00 

１株当たり中間(当期)

純利益 
(円) 15.75 4.85 25.76 3.15 20.68 

潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利

益 

(円) － － － － － 

１株当たり配当額 (円) － － － 3.00 3.00 

自己資本比率 (％) 39.5 47.6 46.7 47.2 50.2 

従業員数 (人) 212 220 204 211 190 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、「第５ 経理の状況 １．中間連結財務諸表等 (1)中間連結財務諸表 注記事項

（セグメント情報）」に記載のとおり、事業の種類別セグメントに不動産賃貸業を新設している。 

なお、同事業は当社自らが行っている。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、連結子会社である八戸東市冷蔵㈱は平成１８年９月４日に解散することを決議し、

現在清算手続き中である。八戸東市冷蔵㈱の概要については次のとおりである。 

 （注）１．主な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

２．議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合で内数である。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員数である。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員数である。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はない。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業内容 
議決権の所有割
合（％） 

関係内容 

（連結子会社） 

八戸東市冷蔵㈱ 
青森県八戸市  50 水産物卸売業 

100 

(50) 

 当社の販売先及

び仕入先で水産物

の買付加工販売を

行っており、当社

が運転資金の貸付

をしている。 

役員の兼任等…有

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

水産物卸売業 291  

冷蔵倉庫業 35  

不動産賃貸業 1  

合計 327  

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 204 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間のわが国の経済は、原油価格高騰の長期化や為替相場の先行き不透明感、金利上昇懸念等、

マイナス材料があったものの、企業収益の改善や設備投資の増加、また雇用情勢の改善などにより回復基調が見ら

れ、国内において景気は緩やかながら上向く気配が見られました。 

水産物卸売市場業界におきましては、上記のような情勢にもかかわらず、個人消費は期待したほどの伸びを示さ

ず、また、消費者の食に対する安心・安全志向の高まりから、衛生管理の徹底、産地や種別等の的確な表示などの

取り組みが業界全体に求められました。 

 当社グループにおきましては、積極的な営業活動の展開と、与信管理の徹底及び内部管理体制の強化をこれまで

にもまして徹底することにより、この苦境に対処してまいりました。その結果、当社グループの中核である水産物

卸売業においては、取扱数量は前年同期比で減少したものの、魚価上昇により、取扱金額は前年同期を上回りまし

た。魚種別おいては次のとおりとなっております。鮮魚部門は、鮮マグロが数量、金額ともに前年同期を上回りま

した。ブリ・サンマにおいては取扱数量が減少しましたが、単価上昇により取扱金額が増加いたしました。アジ・

サバ等も健闘したことにより、鮮魚部門全体として数量は前年を下回ったものの、金額では前年同期を上回ること

ができました。冷凍魚部門は冷鮭鱒が数量、金額ともに前年同期を大きく上回りました。冷凍マグロも数量、金額

ともに前年同期を上回りましたが、冷凍魚全体では、数量は前年並みでしたが、鮮魚部門と同様に単価上昇により

金額は前年同期を上回りました。塩干加工品部門は、単価は前年同期並みながら数量、金額ともに前年同期を下回

りました。冷蔵倉庫業につきましては、売上高は若干の減少となりました。また、所有不動産の有効活用のために

不動産開発部門を新設し、不動産賃貸業として売上高を３１百万円計上しました。 

 当社グループの当中間連結会計期間の売上高は、水産物卸売業におきましては、前年同期比６．１％増の４２９

億３４百万円となり、冷蔵倉庫業、不動産賃貸業を含め前年同期比６．１％増の４３１億６７百万円となりまし

た。 

当中間連結会計期間の営業損益は、売上総利益率が前年同期比で若干改善し、当社グループ全体で人件費を中心に

販売費及び一般管理費の圧縮を進めた結果、前中間連結会計期間の１億５６百万円の営業損失から４３百万円の営

業利益となりました。経常損益は、効率的な資金運用に努めた結果、前年同期比３．３％増の２億５１百万円の経

常利益となりました。また、特別利益として投資有価証券売却益（１億６４百万円）と貸倒引当金の戻入（３億９

８百万円）を計上し、一方、特別損失として投資有価証券評価損（６９百万円）、役員退職慰労金（３１百万

円）、及び会計処理変更に伴う役員退職慰労引当金の過年度分（４８百万円）を計上した結果、中間純利益は６億

５８百万円（前中間連結会計期間は９０百万円の純利益）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間のキャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローが売上債権の増加や冷凍マグ

ロ等の年末販売向けの在庫が増加したことにより△２０億９０百万円（前中間連結会計期間は△４５百万円）とな

り、投資活動によるキャッシュ・フローは投資有価証券の純投資などにより△７億４４百万円（前中間連結会計期

間は△１億３９百万円）、財務活動によるキャッシュ・フローが借入金の増加を主因として１２億５７百万円（前

中間連結会計期間は△３億３３百万円）となり、現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末残高は前連結会計年

度末に比べ、１５億７７百万円減少して９億８１百万円となりました。 



２【仕入及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 当中間連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注）１．本表における仕入高は、受託品については販売高から卸売手数料を控除した金額を、買付品については仕入

金額を計上している。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

３．冷蔵倉庫業及び不動産賃貸業に関しては、仕入高に該当するものはない。 

(2）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

２．上記は、セグメント間取引消去後の金額で記載している。 

３．不動産賃貸業は当中間連結会計期間より新設しているため、前年同期比は記載していない。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はない。 

４【経営上の重要な契約等】 

 該当なし。 

５【研究開発活動】 

 該当なし。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

水産物卸売業（百万円） 42,325 109.5 

（受託品）（百万円） (15,918) (99.0) 

（買付品）（百万円） (26,407) (116.9) 

冷蔵倉庫業（百万円） － － 

不動産賃貸業（百万円） － － 

合計（百万円） 42,325 109.5 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

水産物卸売業（百万円） 42,934 106.1 

（受託品）（百万円） (16,842) (99.0) 

（買付品）（百万円） (26,091) (111.2) 

冷蔵倉庫業（百万円） 201 91.1 

不動産賃貸業（百万円）  31 － 

合計（百万円） 43,167 106.1 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、国内子会社である東市フレッシュ㈱は、主要な設備を次のとおり取得している。 

 国内子会社 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は工具器具及び備品の合計である。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において決定いたしました八戸東市冷蔵㈱の解散に伴い、有形固定資産の売却を予定している。

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は工具器具及び備品の合計である。 

会社名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 
（人） 建物及び構築

物 
機械装置及び
運搬具 

その他 合計 

東市フレッシュ㈱ 

(東京都江東区) 
水産物卸売業 

営業及び加工施

設 
51 33 1 85 23 

会社名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

売却年月 
建物及び構
築物 

機械装置及
び運搬具 

その他 土地 合計 

八戸東市冷蔵㈱ 

(青森県八戸市) 
水産物卸売業 営業設備 38 5 0 31 76 

平成18年12月 

（予定） 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めている。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当なし。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 80,000,000 

計 80,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
(平成18年９月30日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成18年12月15日) 

上場証券取引所名又は 
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 22,475,208 22,475,208 
東京証券取引所 

市場第二部 
－ 

計 22,475,208 22,475,208 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年４月１日 

～平成18年９月30日 
－ 22,475,208 － 2,037 － 1,302 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

東洋水産株式会社 東京都港区港南２－13－40 1,499 6.67 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 1,113 4.95 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 1,112 4.95 

株式会社みずほコーポレート

銀行 
東京都千代田区丸の内１－３－３ 598 2.66 

株式会社ニチレイフレッシュ 東京都中央区築地６－19－20 550 2.45 

日興シティグループ証券株式

会社 
東京都港区赤坂５－２－20 518 2.30 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 485 2.16 

築地魚市場持株会 東京都中央区築地５－２－１ 422 1.88 

朝日生命保険相互会社 東京都千代田区大手町２－６－１ 300 1.33 

熊崎 慶太郎 大阪府茨木市 260 1.16 

計 － 6,857 30.51 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 上記株価は、東京証券取引所（市場第二部）の取引におけるものである。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
(自己保有株式) 

普通株式     16,000 
― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 22,357,000 22,357 ― 

単元未満株式 普通株式    102,208 ― ― 

発行済株式総数 普通株式 22,475,208 ― ― 

総株主の議決権 ― 22,357 ― 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

築地魚市場㈱ 
東京都中央区築地

5－2－1 
16,000 － 16,000 0.07 

計 － 16,000 － 16,000 0.07 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 274 277 232 231 242 263 

最低（円） 245 230 196 201 207 235 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成している。 

(2）当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成している。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）及び前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）並びに当中間連結会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結

財務諸表及び中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けている。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   1,604   981   2,562  

２．受取手形及び売掛
金   5,431   5,868   5,032  

３．有価証券   76   60   65  

４．たな卸資産   1,694   2,827   1,141  

５．荷主前渡金   367   244   439  

６．繰延税金資産   98   101   101  

７．その他   149   650   353  

８．貸倒引当金   △1,184   △1,167   △1,564  

流動資産合計   8,237 40.4  9,565 42.8  8,132 39.7 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

(1)建物及び構築物  1,961   2,394   2,315   

減価償却累計額  1,471 489  1,502 891  1,464 850  

(2)機械装置及び運
搬具  329   348   253   

減価償却累計額  278 51  270 78  201 51  

(3)土地   631   631   631  

(4)建設仮勘定   144   -   -  

(5)その他  68   68   67   

減価償却累計額  57 10  55 12  57 9  

有形固定資産合計   1,328 6.5  1,614 7.2  1,543 7.6 

２．無形固定資産   67 0.3  67 0.3  67 0.3 

３．投資その他の資産           

(1)投資有価証券 ※1.2  10,748   11,119   10,713  

(2)その他   717   698   709  

(3)貸倒引当金   △692   △697   △701  

投資その他の資産
合計   10,773 52.8  11,120 49.7  10,721 52.4 

固定資産合計   12,169 59.6  12,803 57.2  12,333 60.3 

資産合計   20,407 100.0  22,369 100.0  20,465 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金   2,398   2,798   2,147  

２．短期借入金 ※1  5,294   5,660   4,290  

３．未払法人税等   8   13   15  

４．未払消費税等   27   5   76  

５．未払費用   183   241   213  

６．賞与引当金   53   51   47  

７．その他   467   471   559  

流動負債合計   8,433 41.3  9,241 41.3  7,348 35.9 

Ⅱ 固定負債           

１．社債 ※1  －   700   700  

２．繰延税金負債   1,202   1,076   1,303  

３．再評価に係る繰延
税金負債   11   11   11  

４．退職給付引当金   1,123   845   917  

５．役員退職慰労引当
金   －   54   －  

固定負債合計   2,338 11.5  2,687 12.0  2,933 14.3 

負債合計   10,771 52.8  11,929 53.3  10,281 50.2 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   2,037 10.0  － －  2,037 10.0 

Ⅱ 資本剰余金   1,309 6.4  － －  1,309 6.4 

Ⅲ 利益剰余金   4,632 22.7  － －  5,035 24.6 

Ⅳ 土地再評価差額金   △56 △0.3  － －  △56 △0.3 

Ⅴ その他有価証券評価
差額金   1,716 8.4  － －  1,861 9.1 

Ⅵ 自己株式   △2 △0.0  － －  △2 △0.0 

資本合計   9,636 47.2  － －  10,184 49.8 

負債及び資本合計   20,407 100.0  － －  20,465 100.0 

（純資産の部）               

 Ⅰ 株主資本           

１．資本金   － －  2,037 9.1  － － 

２．資本剰余金   － －  1,309 5.9  － － 

３．利益剰余金   － －  5,626 25.2  － － 

４．自己株式   － －  △3 △0.0  － － 

 株主資本合計   － －  8,969 40.1  － － 

 Ⅱ 評価・換算差額等                 

   １．その他有価証券  
       評価差額金   － －  1,526 6.8  － － 

   ２．繰延ヘッジ損益   － －  0 0.0  － － 

   ３．土地再評価差額金   － －  △56 △0.3  － －

      評価・換算差額等合 
      計   － －  1,469 6.6  － －

 Ⅲ 少数株主持分   － －  0 0.0  － －

      純資産合計   － －  10,439 46.7  － －

    負債純資産合計   － －  22,369 100.0  － －

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   40,693 100.0  43,167 100.0  85,166 100.0 

Ⅱ 売上原価   38,597 94.9  40,887 94.7  80,776 94.8 

売上総利益   2,095 5.1  2,280 5.3  4,390 5.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費           

１．出荷奨励金  92   93   196   

２．完納奨励金  60   61   129   

３．保管附帯費  274   242   545   

４．市場使用料  131   134   273   

５．役員報酬  86   90   173   

６．給与及び賞与  818   858   1,697   

７．賞与引当金繰入額  48   44   41   

８．退職給付費用  62   26   74   

９．役員退職慰労引当
金繰入額  －   5   －   

10．厚生費  178   179   358   

11．減価償却費  17   12   34   

12．その他  480 2,252 5.5 487 2,236 5.2 936 4,462 5.3 

営業利益又は営業損
失（△）   △156 △0.4  43 0.1  △72 △0.1 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  68   58   134   

２．受取配当金  30   36   172   

３．有価証券運用益  305   143   512   

４．雑収入  52 456 1.1 31 270 0.6 109 927 1.1 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  32   38   64   

２．商品評価損  16   14   23   

３．雑損失  8 56 0.1 9 62 0.1 26 114 0.1 

経常利益   243 0.6  251 0.6  740 0.9 

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却益  13   －   13   

２．投資有価証券売却
益  12   164   411   

３．貸倒引当金戻入額  47   398   38   

４．厚生年金基金掛金
返還益  23 97 0.2 － 562 1.3 23 487 0.6 

           
 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産売却除却
損  2   －   4   

２．減損損失 ※1 119   －   119   

３．投資有価証券評価
損 

  －   69   －   

４．貸倒引当金繰入額   －   －   480   

５．過年度役員退職慰
労引当金繰入額 

  －   48   －   

６．役員退職慰労金  106 228 0.5 31 149 0.4 106 711 0.9 

税金等調整前中間
(当期)純利益   112 0.3  664 1.5  515 0.6 

法人税、住民税及び
事業税  1   6   5   

法人税等調整額  20 22 0.1 △0 6 0.0 17 23 0.0 

少数株主利益    － －   0 0.0   － － 

中間(当期)純利益   90 0.2  658 1.5  492 0.6 

           



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書  

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   1,302  1,302 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１．自己株式処分差益  6 6 6 6 

Ⅲ 資本剰余金中間期末
(期末)残高 

  1,309  1,309 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   4,638  4,638 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．中間（当期）純利益  90 90 492 492 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  67  67  

２．土地再評価差額金取
崩額 

 28 95 28 95 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
(期末)残高 

  4,632  5,035 

      



中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

2,037 1,309 5,035 △2 8,378 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注）     △67   △67 

中間純利益     658   658 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 591 △0 590 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

2,037 1,309 5,626 △3 8,969 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益
土地再評価差額
金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

1,861 － △56 1,805 － 10,184 

中間連結会計期間中の変動額       

剰余金の配当（注）           △67 

中間純利益           658 

自己株式の取得           △0 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△335 0 － △335 0 △335 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△335 0 － △335 0 255 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

1,526 0 △56 1,469 0 10,439 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税金等調整前中間
(当期)純利益 

 112 664 515 

減価償却費  25 46 50 

減損損失  119 － 119 

貸倒引当金の増減額  △47 △400 332 

賞与引当金の増減額  △4 4 △10 

退職給付引当金の増
減額 

 △2 △72 △208 

役員退職慰労引当金
の増減額 

 － 54 － 

受取利息及び受取配
当金 

 △98 △94 △306 

支払利息  32 38 64 

固定資産関連損益  △11 0 △9 

有価証券関連損益  △318 △238 △924 

売上債権の増減額  △170 △832 246 

たな卸資産の増減額  △42 △1,685 510 

荷主前渡金の増減額  87 195 15 

仕入債務の増減額  214 651 △36 

その他  68 △412 15 

小計  △35 △2,082 376 

法人税等の支払額  △10 △8 △7 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △45 △2,090 368 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

定期預金純増減額  13 4 21 

有形無形固定資産の
取得による支出 

 △234 △118 △484 

有形無形固定資産の
売却による収入 

 39 1 47 

投資有価証券の取得
による支出 

 △3,065 △2,650 △5,408 

投資有価証券の売却
による収入 

 2,267 1,879 5,373 

投資有価証券の償還
による収入 

 750 45 886 

貸付金純増減額  △11 8 2 

利息及び配当金の受
取額 

 100 86 314 

その他  △0 △1 △3 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △139 △744 750 

     

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

短期借入金純増減額  145 1,370 △859 

長期借入金の返済に
よる支出 

 △400 － △400 

社債発行による収入  － － 700 

自己株式の売却によ
る収入 

 21 － 21 

自己株式の取得によ
る支出 

 △0 △0 △0 

利息の支払額  △32 △44 △64 

配当金の支払額  △67 △67 △67 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △333 1,257 △671 

     

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増減額 

 △518 △1,577 447 

Ⅴ 現金及び現金同等物期
首残高 

 2,111 2,558 2,111 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 

 1,592 981 2,558 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  子会社のうち、豊海東市冷蔵

㈱、築地食品㈱、共同水産㈱、八

戸東市冷蔵㈱及び八王子魚市場

㈱ ５社を連結の範囲に含めてい

る。 

  

  

  

  

 非連結子会社、築地企業㈱の総

資産、売上高、中間純損益及び利

益剰余金等はいずれも中間連結財

務諸表に与える影響は軽微である

ため、連結の範囲から除いてい

る。 

 子会社のうち、豊海東市冷蔵

㈱、築地食品㈱、共同水産㈱、八

戸東市冷蔵㈱、八王子魚市場㈱及

び東市フレッシュ㈱６社を連結の

範囲に含めている。 

 

   

  

  

 非連結子会社、築地企業㈱の総

資産、売上高、中間純損益(持分

に見合う額)及び利益剰余金等(持

分に見合う額)はいずれも中間連

結財務諸表に与える影響は軽微で

あるため、連結の範囲から除いて

いる。 

 子会社のうち、豊海東市冷蔵

㈱、築地食品㈱、共同水産㈱、八

戸東市冷蔵㈱、八王子魚市場㈱及

び東市フレッシュ㈱６社を連結の

範囲に含めている。 

 上記のうち、東市フレッシュ㈱

については、当連結会計年度にお

いて新たに設立したため、連結の

範囲に含めている。 

 非連結子会社、築地企業㈱の総

資産、売上高、当期純損益(持分に

見合う額)及び利益剰余金等(持分

に見合う額)はいずれも連結財務諸

表に与える影響は軽微であるた

め、連結の範囲から除いている。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 非連結子会社築地企業㈱は、中

間連結純利益及び利益剰余金等に

与える影響は軽微であるため、持

分法を適用していない。 

 非連結子会社築地企業㈱は、中

間連結純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金等（持分に見合う

額）に与える影響は軽微であるた

め、持分法を適用していない。 

 非連結子会社築地企業㈱は、連

結純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金等（持分に見合う額）

に与える影響は軽微であるため、

持分法を適用していない。 

３．連結子会社の中間決算日

(決算日)等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日は中間

連結決算日と同一である。 

同左  連結子会社の決算日は連結決算

日と同一である。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(イ）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

①有価証券 

満期保有目的の債券 

……償却原価法(定額法) 

(イ）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

①有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

(イ）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は、

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

 時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 ②デリバティブ 

時価法 

②デリバティブ 

同左 

②デリバティブ 

同左 

 ③たな卸資産 

商品………主として個別法によ

る低価法 

貯蔵品……個別法による原価法 

③たな卸資産 

同左 

③たな卸資産 

同左 

 (ロ）重要な減価償却資産の減価

償却方法 

有形固定資産…主として定率法 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりである。 

建物及び構築物 15～50年 

機械装置及び運搬具 13年 

(ロ）重要な減価償却資産の減価

償却方法 

同左 

  

(ロ）重要な減価償却資産の減価償

却方法 

同左 

  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

(ハ）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、売上債権等を

一般債権、貸倒懸念債権等に分

類し、主として各債権分類ごと

の貸倒実績率により貸倒引当金

を計上している。 

(ハ）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備える

ため、売上債権等を一般債権、貸

倒懸念債権等に分類し、各債権分

類ごとの貸倒実績率により貸倒引

当金を計上している。 

(ハ）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備える

ため、売上債権等を一般債権、貸

倒懸念債権等に分類し、各債権分

類ごとの貸倒実績率により貸倒引

当金を計上している。なお、平成

18年３月に㈱築地市場決済センタ

ーが設立されたことに伴い、販売

先に対する決済条件等の見直しを

実施するとともに、貸倒引当金の

算定方法を改訂した。この算定方

法の改訂により増加した額480百万

円を特別損失に計上している。 

 ②賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備える

ため、支給見込額を計上してい

る。 

②賞与引当金 

同左 

②賞与引当金 

同左 

 ③退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当中間連結会計期間末にお

ける退職給付債務及び年金資産

額に基づいて算定した額を計上

している。 

③退職給付引当金 

同左 

 ③退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産額に

基づいて算定した額を計上して

いる。 

 ────── 

  

④役員退職慰労引当金 

 提出会社は役員の退職慰労金

の支払に備えるため、内規に基

づく基準額を計上している。 

──────  

  

 (ニ）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によってい

る。また、金利スワップについ

ては特例処理を採用している。 

(ニ）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によってい

る。 

(ニ）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によってい

る。また、金利スワップについ

ては特例処理を採用している。 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  ヘッジ対象 

金利スワップ  借入金 

為替予約  買掛金 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  ヘッジ対象 

為替予約  売掛金、買掛金 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  ヘッジ対象 

金利スワップ  借入金 

為替予約  買掛金 

 ③ヘッジ方針 

 提出会社は、その企業理念で

ある堅実経営に則り、将来のキ

ャッシュ・フロー変動リスクを

回避する目的で金利スワップ

を、また外貨建金銭債務にかか

る将来の為替変動リスクを回避

するため、原則として個別取引

ごとにヘッジ目的で為替予約取

引を行っている。 

③ヘッジ方針 

 提出会社は、その企業理念で

ある堅実経営に則り、外貨建金

銭債権債務にかかる将来の為替

変動リスクを回避するため、原

則として個別取引ごとにヘッジ

目的で為替予約取引を行ってい

る。 

③ヘッジ方針 

 提出会社は、その企業理念で

ある堅実経営に則り、将来のキ

ャッシュ・フロー変動リスクを

回避する目的で金利スワップ

を、また外貨建金銭債務にかか

る将来の為替変動リスクを回避

するため、原則として個別取引

ごとにヘッジ目的で為替予約取

引を行っている。 

 ④ヘッジの有効性評価の方法 

 原則としてヘッジ開始時から

有効性評価時点までの期間にお

いてヘッジ対象評価の方法とヘ

ッジ手段の相場変動の累計とを

比較し、両者の変動額等を基礎

にして判断している。ただし、

特例処理による金利スワップに

ついては有効性の評価を省略し

ている。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

 為替予約取引について個別ヘ

ッジを実施しており、ヘッジに

高い有効性があるとみなすこと

ができるため、ヘッジ有効性の

評価は省略している。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

 原則としてヘッジ開始時から

有効性評価時点までの期間にお

いてヘッジ対象評価の方法とヘ

ッジ手段の相場変動の累計とを

比較し、両者の変動額等を基礎

にして判断している。ただし、

特例処理による金利スワップに

ついては有効性の評価を省略し

ている。 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

(ヘ）重要なリース取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っている。 

(ヘ）重要なリース取引の処理方

法 

同左 

(ヘ）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (ト）消費税等の会計処理 

税抜方式を採用している。 

(ト）消費税等の会計処理 

同左 

(ト）消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっている。 

同左 同左 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

固定資産の減損に係る会計基

準 

 当中間連結会計期間より、固定

資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日）

を適用している。これに伴い、営

業損失が4百万円減少し、税金等

調整前中間純利益は115百万円減

少している。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づき各資産の金額から直接

控除している。 

 また、セグメント情報に与える

影響は「事業のセグメント情報」

に記載している。 

――――――――  当連結会計年度より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用

している。これに伴い、営業損失

は８百万円減少し、税金等調整前

当期純利益は111百万円減少してい

る。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に

基づき各資産の金額から直接控除

している。 

 また、セグメント情報に与える

影響は「事業の種類別セグメント

情報」に記載している。 

不動産賃貸収入及び費用  ――――――――  従来、提出会社の不動産賃貸に

係る収入及び費用は、「営業外収

益」及び「販売費及び一般管理

費」に計上していたが、当中間連

結会計期間より「売上高」及び

「売上原価」として計上してい

る。この変更は、当中間連結会計

期間より不動産の有効活用のため

に不動産開発部門を新設し、不動

産賃貸事業の拡大を図ることか

ら、今後、金額的重要性が増加す

ることも考慮し、経営成績をより

適正に表示するために行ったもの

である。この変更により、従来と

同一の方法によった場合と比較し

て「売上高」は31百万円増加し、

「営業利益」は同額増加している

が、「経常利益」及び「税金等調

整前中間純利益」に与える影響は

ない。 

 ―――――――― 

 



表示方法の変更  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

役員退職慰労引当金  ――――――――  従来、提出会社の役員退職慰労

金は、支出時の費用としていた

が、当中間連結会計期間より内規

に基づく基準額を役員退職慰労引

当金として計上する方法に変更し

ている。この変更は、当中間連結

会計期間に役員退職慰労金内規を

整備したことを機に、期間損益の

適正化及び財務内容の健全化を図

るために行ったものである。この

変更により、当中間連結会計期間

に対応する額５百万円は「販売費

及び一般管理費」に、過年度に対

応する額48百万円は「特別損失」

に計上した結果、従来の方法と比

較して「営業利益」及び「経常利

益」はそれぞれ５百万円、「税金

等調整前中間純利益」は54百万円

減少している。  

 また、セグメント情報に与える

影響は「事業の種類別セグメント

情報」に記載している。 

 ―――――――― 

貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準 

 ――――――――  当中間連結会計期間より、「貸

借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第

５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用してい

る。 

これまでの資本の部の合計に相当

する金額は10,439百万円である。 

なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の

部については、中間連結財務諸表

規則の改正に伴い、改正後の中間

連結財務諸表規則により作成して

いる。 

  

 ―――――――― 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（中間連結貸借対照表関係）  

 「証券取引法の一部を改正する法律」（平成16年法律第97号）が平

成16年12月１日より施行されたことに伴い、前中間連結会計期間まで

「投資その他の資産」の「その他」に含めていた投資事業組合への出

資金190百万円を、当中間連結会計期間より「投資有価証券」に計上

している。 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

 前中間連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローの「投資

有価証券の売却等による収入」は、当中間連結会計期間より「投資有

価証券の売却による収入」と「投資有価証券の償還による収入」に変

更した。 

 なお、前中間連結会計期間の「投資有価証券の売却等による収入」

3,293百万円は、売却による収入3,253百万円と償還による収入40百万

円である。 

―――――――― 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係）  

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 担保に供している資産 ※１ 担保に供している資産 ※１ 担保に供している資産 

投資有価証券   894百万円

担保資産に対応する債務  

短期借入金    400百万円

  

投資有価証券 1,099百万円

担保資産に対応する債務 

社債  700百万円

  

投資有価証券 2,235百万円

担保資産に対応する債務  

短期借入金 400百万円

社債 700百万円

計 1,100百万円

 上記のほか東京都に対する預託保証金と

して投資有価証券20百万円が担保に供され

ている。 

 上記のほか東京都に対する預託保証金と

して投資有価証券18百万円が担保に供され

ている。 

 上記のほか東京都に対する預託保証金と

して投資有価証券18百万円が担保に供され

ている。 

偶発債務  

取引先買入保証  

㈱丸万水産   1百万円

────── ────── 

※２ 貸付有価証券       133百万円 ※２     ────── ※２      ────── 

 投資有価証券のうち一部は株券貸借取引

により貸し付けている。 

   

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 減損損失 ※１     ────── ※１ 減損損失 

  当中間連結会計期間において、当社及び

連結子会社は以下の資産グループについて

減損損失を計上した。 

(百万円) 

 当社グループは、事業資産においては事

業所ごとに、遊休資産においては個別物件

単位で資産をグループ化している。 

 当社所有の冷凍工場及び連結子会社が運

営する店舗販売事業については、現在再建

途上であり、改善の兆しは見られるものの

継続的な業績不振の状況となっている。遊

休資産である千葉県外の土地は時価が著し

く下落しており、今後の利用計画は決定し

ていない。 

 以上の理由により、帳簿価格を回収可能

額まで減額し上記金額を減損損失として特

別損失に計上した。 

 なお、回収可能額は、正味売却可能額か

ら処分費用等を控除した額をもって算定し

ている。 

場所 用途 種類 金額 

東京都  
冷凍工

場  

建物、機

械及び備

品  

78 

東京都  
店舗売場

設備 
器具備品 5 

千葉県外 
遊休資

産  
土地  35 

   当連結会計年度において、当社及び連結

子会社は以下の資産グループについて減損

損失を計上した。 

(百万円) 

 当社グループは、事業資産においては事

業所ごとに、遊休資産においては個別物件

単位で資産をグループ化している。 

 当社所有の冷凍工場及び連結子会社が運

営する店舗販売事業については、現在再建

途上であり、改善の兆しは見られるものの

継続的な業績不振の状況となっている。遊

休資産である千葉県外の土地は時価が著し

く下落しており、今後の利用計画は決定し

ていない。 

 以上の理由により、帳簿価格を回収可能

額まで減額し上記金額を減損損失として特

別損失に計上した。 

 なお、回収可能額は、正味売却可能額か

ら処分費用等を控除した額をもって算定し

ている。 

場所 用途 種類 金額 

東京都  
冷凍工

場  

建物、機

械及び備

品  

78 

東京都  
店舗売場

設備 
器具備品 5 

千葉県外
遊休資

産  
土地  35 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数増加0千株は、単元未満株式の買取による増加である。 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式     

普通株式 22,475 － － 22,475 

合計 22,475 － － 22,475 

自己株式     

普通株式（注） 15 0 － 16 

合計 15 0 － 16 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 67 3.00 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,604百万円

預入期間が３か月を超える 

定期預金 
△12百万円

現金及び現金同等物 1,592百万円

現金及び預金勘定   981百万円

預入期間が３か月を超える 

定期預金 
  －百万円

現金及び現金同等物   981百万円

現金及び預金勘定 2,562百万円

預入期間が３か月を超える 

定期預金 
△4百万円

現金及び現金同等物 2,558百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

有形固定資
産(その他) 

258 122 135 

その他 109 63 45 

合計 367 186 181 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

有形固定資
産(その他) 

400 161 238 

その他 119 71 47 

合計 519 233 286 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

有形固定資
産(その他) 

280 141 139 

その他 116 66 49 

合計 397 207 189 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 63百万円

１年超 123百万円

合計 186百万円

１年内 84百万円

１年超 206百万円

合計 291百万円

１年内 64百万円

１年超 132百万円

合計 196百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 54百万円

減価償却費相当額 50百万円

支払利息相当額 3百万円

支払リース料 40百万円

減価償却費相当額 36百万円

支払利息相当額 3百万円

支払リース料 92百万円

減価償却費相当額 84百万円

支払利息相当額 5百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっている。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ている。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はない。 

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

有価証券 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主なもの 

 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

国債・地方債等 155 160 4 

その他 2,421 1,899 △522 

合計 2,577 2,059 △518 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 1,109 3,910 2,801 

その他 771 855 83 

合計 1,881 4,766 2,885 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 145 

非公募投資信託等 3,335 



当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

有価証券 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主なもの 

 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

国債・地方債等 89 91 1 

その他 2,421 1,905 △516 

合計 2,511 1,996 △514 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 1,442 4,054 2,612 

その他 768 725 △43 

合計 2,211 4,780 2,569 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 247 

非公募投資信託等 3,640 



前連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

有価証券 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主なもの 

（デリバティブ取引関係） 

 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

国債・地方債等 135 138 2 

その他 2,421 1,902 △518 

合計 2,557 2,041 △516 

 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 1,305 4,442 3,136 

その他 467 462 △5 

合計 1,773 4,905 3,131 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 148 

非公募投資信託等 3,168 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

デリバティブ取引は、全てヘッジ会

計を適用しているため、該当事項は

ない。 

同左 同左 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

   （注）１．事業区分の方法……業種別の区分により行っている。 

         ２．各セグメントの範囲 

           (1）水産物卸売業……水産物及びその加工製品の販売 

           (2）冷蔵倉庫業………水産物の冷蔵保管等 

 ３．営業費用は全て各セグメントに配賦している。 

４.当中間連結会計期間より固定資産の減損に係る会計基準を適用している。これに伴い営業損失が、     

 水産物卸売業１百万円、冷蔵倉庫業３百万円それぞれ減少している。 

 
水産物卸売業 
（百万円） 

冷蔵倉庫業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 40,472 221 40,693 －  40,693 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 5 5 (5) － 

計 40,472 226 40,699 (5) 40,693 

営業費用 40,616 239 40,855 (5) 40,850 

営業損失 144 12 156 － 156 



 当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

   （注）１．事業区分の方法……業種別の区分により行っている。 

         ２．各セグメントの範囲 

           (1）水産物卸売業……水産物及びその加工製品の販売 

           (2）冷蔵倉庫業………水産物の冷蔵保管等 

           (3）不動産賃貸業……不動産の賃貸等 

 ３．営業費用は全て各セグメントに配賦している。 

 ４．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、従来、役員退職慰労金

は支出時の費用としていたが、当中間連結会計期間より内規に基づく基準額を役員退職慰労引当金として計

上する方法に変更している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当中間連結会計期間の営業

利益は「水産物卸売業」で５百万円、「冷蔵倉庫業」で０百万円、「不動産賃貸業」で０百万円、それぞれ

減少している。 

５．不動産賃貸に係る収入は、従来「営業外収益」に計上していたが、当中間連結会計期間より不動産開発部

門を新設したことを機に、不動産賃貸業の「売上高」に計上する方法に変更している。 

なお、当中間連結会計期間のセグメント情報を前連結会計年度において用いた方法により表示すると以下の

とおりである。 

  

 
水産物卸売業 
（百万円） 

冷蔵倉庫業 
（百万円） 

不動産賃貸業 

（百万円） 
計 

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 42,934 201 31 43,167 －  43,167 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 12 3 16 (16) － 

計 42,934 213 35 43,183 (16) 43,167 

営業費用 42,877 225 37 43,139 (16) 43,123 

営業利益 56 △11 △1 43 － 43 

 
水産物卸売業 
（百万円） 

冷蔵倉庫業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 42,934 201 43,136 －  43,136 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 12 12 (12) － 

計 42,934 213 43,148 (12) 43,136 

営業費用 42,910 225 43,135 (12) 43,123 

営業利益 23 △11 12 － 12 



前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法……業種別の区分により行っている。 

２．各セグメントの範囲 

(1）水産物卸売業……水産物及びその加工製品の販売 

(2）冷蔵倉庫業………水産物の冷蔵保管等 

３．営業費用は全て各セグメントに配賦している。 

４．当連結会計年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用している。これに伴い営業損失が、水産物卸売業

１百万円、冷蔵倉庫業７百万円それぞれ減少している。 

 
水産物卸売業 
（百万円） 

冷蔵倉庫業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 84,733 432 85,166  － 85,166 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 12 12 (12) － 

計 84,733 444 85,178 (12) 85,166 

営業費用 84,790 460 85,251 (12) 85,238 

営業損失 56 15 72 － 72 



【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、本国以外の国又は地域に所在する連

結子会社がないため所在地別セグメント情報は記載しておりません。 

【海外売上高】 

 当中間連結会計期間において、海外売上高は連結売上高の１０％未満であるため、海外売上高の記載を省略し

ております。 

 前中間会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高がないため記載しておりません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

(2）【その他】 

 該当事項なし。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 429.02円

１株当たり中間純利益 4.03円

１株当たり純資産額 464.82円

１株当たり中間純利益 29.32円

１株当たり純資産額 453.44円

１株当たり当期純利益 21.96円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載していない。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、新株予

約権付社債等潜在株式がないため記

載していない。 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純利益（百万円） 90 658 492 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間(当期)純利益

（百万円） 
90 658 492 

期中平均株式数（千株） 22,415 22,459 22,435 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  1,257   646   2,204   

２．受取手形  8   0   18   

３．売掛金  5,108   5,528   4,657   

４．たな卸資産  1,563   2,454   1,032   

５．荷主前渡金  367   244   439   

６．短期貸付金  682   638   513   

７．繰延税金資産  98   101   101   

８．その他  65   561   277   

９．貸倒引当金  △1,176   △1,172   △1,545   

流動資産合計   7,975 41.3  9,002 42.4  7,698 39.8 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※1  825   1,050   1,057  

２．無形固定資産   65   65   65  

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券 ※2.3 10,464   11,122   10,535   

(2）その他  1,042   1,020   1,027   

(3）貸倒引当金  △1,044   △1,046   △1,049   

投資その他の資産
合計   10,461   11,096   10,513  

固定資産合計   11,352 58.7  12,211 57.6  11,636 60.2 

資産合計   19,328 100.0  21,214 100.0  19,334 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形  138   20   37   

２．買掛金  2,079   2,534   1,916   

３．短期借入金 ※2 5,200   5,600   4,200   

４．未払法人税等  8   8   13   

５．賞与引当金  46   44   43   

６．その他  515   545   676   

流動負債合計   7,988 41.3  8,752 41.3  6,887 35.6 

Ⅱ 固定負債           

１．社債 ※2 －   700   700   

２．繰延税金負債  1,139   1,042   1,244   

３．再評価に係る繰延
税金負債  11   11   11   

４．退職給付引当金  995   737   788   

５．役員退職慰労引当
金  －   54   －   

固定負債合計   2,146 11.1  2,545 12.0  2,744 14.2 

負債合計   10,135 52.4  11,298 53.3  9,632 49.8 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   2,037 10.5  － －  2,037 10.5 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  1,302   －   1,302   

資本剰余金合計   1,302 6.8  － －  1,302 6.7 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  465   －   465   

２．任意積立金  3,360   －   3,360   

３．中間(当期)未処分
利益  411   －   767   

利益剰余金合計   4,236 21.9  － －  4,592 23.8 

Ⅳ 土地再評価差額金   △56 △0.3  － －  △56 △0.3 

Ⅴ その他有価証券評価
差額金   1,674 8.7  － －  1,829 9.5 

Ⅵ 自己株式   △2 △0.0  － －  △2 △0.0 

資本合計   9,192 47.6  － －  9,702 50.2 

負債・資本合計   19,328 100.0  － －  19,334 100.0 

 



  
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金   － －  2,037 9.6  － － 

２ 資本剰余金           

(1）資本準備金   － －  1,302 6.1  － － 

３ 利益剰余金           

(1）利益準備金  －   465   －   

(2）その他利益剰
余金           

別途積立金  －   3,760   －   

繰越利益剰余
金  －   878   －   

利益剰余金合
計   － －  5,103 24.1  － － 

４ 自己株式   － －  △3 △0.0  － － 

株主資本合計   － －  8,440 39.8  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券
評価差額金   － －  1,532 7.2  － － 

２ 繰延ヘッジ損益   － －  0 0.0  － － 

３ 土地再評価差額
金   － －  △56 △0.3  － － 

評価・換算差額等合計   － －  1,475 6.9  － － 

純資産合計   － －  9,916 46.7  － － 

負債純資産合計   － －  21,214 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   38,755 100.0  40,698 100.0  81,075 100.0 

Ⅱ 売上原価   37,121 95.8  38,949 95.7  77,652 95.8 

売上総利益   1,634 4.2  1,748 4.3  3,422 4.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   1,763 4.5  1,701 4.2  3,493 4.3 

営業利益又は営業
損失（△）   △129 △0.3  47 0.1  △70 △0.1 

Ⅳ 営業外収益 ※1  439 1.1  249 0.6  880 1.1 

Ⅴ 営業外費用 ※2  48 0.1  57 0.1  102 0.1 

経常利益   261 0.7  240 0.6  708 0.9 

Ⅵ 特別利益 ※3  61 0.1  481 1.2  438 0.5 

Ⅶ 特別損失 ※4.5  192 0.5  141 0.4  662 0.8 

税引前中間(当期)
純利益   130 0.3  579 1.4  484 0.6 

法人税、住民税及
び事業税  1    1    2    

法人税等調整額  20 21 0.0 － 1 0.0 17 20 0.0 

中間(当期)純利益   108 0.3  578 1.4  464 0.6 

前期繰越利益   237   －   237  

土地再評価差額金
取崩額   △28   －   △28  

退職慰労積立金取
崩額   93   －   93  

中間(当期)未処分
利益   411   －   767  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 

別途積立金 
繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

2,037 1,302 465 3,360 767 4,592 △2 7,929 

中間会計期間中の変動額         

剰余金の配当(注)         △67 △67   △67 

中間純利益         578 578   578 

別途積立金の積立(注)       400 △400 －   － 

自己株式の取得             △0 △0 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

                

中間会計期間中の変動額合計 － － － 400 111 511 △0 510 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

2,037 1,302 465 3,760 878 5,103 △3 8,440 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価
差額金 

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金 
評価・換算差額等合
計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

1,829 － △56 1,773 9,702 

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当(注)         △67 

中間純利益         578 

別途積立金の積立(注)         － 

自己株式の取得         △0 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

△297 0 － △297 △297 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△297 0 － △297 213 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

1,532 0 △56 1,475 9,916 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1)有価証券 

満期保有目的の債券 

……償却原価法(定額法) 

(1)有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

(1)有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

 子会社株式 

……移動平均法による原価法 

子会社株式 

同左 

子会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

……中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……決算末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は、

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

 時価のないもの 

……移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2)デリバティブ 

時価法 

(2)デリバティブ 

同左 

(2)デリバティブ 

同左 

 (3)たな卸資産 

商品………個別法による低価法 

貯蔵品……個別法による原価法 

(3)たな卸資産 

同左 

(3)たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

定率法 

 なお、主な耐用年数は以下のと

おりである。 

有形固定資産 

同左 

有形固定資産 

同左 

 建物及び構築物 15～50年 

機械装置      13年 

  

３．繰延資産の処理の方法 ―――――――― ―――――――― 社債発行費は支出時に全額費用処

理している。 

４．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失

に備えるため、売上債権等を一般

債権、貸倒懸念債権等に分類し、

各債権分類ごとの貸倒実績率によ

り貸倒引当金を計上している。 

(1)貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備える

ため、売上債権等を一般債権、貸

倒懸念債権等に分類し、各債権分

類ごとの貸倒実績率により貸倒引

当金を計上している。 

(1)貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備える

ため、売上債権等を一般債権、貸

倒懸念債権等に分類し、各債権分

類ごとの貸倒実績率により貸倒引

当金を計上している。なお、平成

18年３月に㈱築地市場決済センタ

ーが設立されたことに伴い、販売

先に対する決済条件等の見直しを

実施するとともに、貸倒引当金の

算定方法を改訂した。この算定方

法の改訂により増加した額469百万

円を特別損失に計上している。 

 (2)賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備えるた

め、支給見込額を計上している。 

(2)賞与引当金 

同左 

(2)賞与引当金 

同左 

 (3)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末における退

職給付債務及び年金資産額に基づ

いて算定した額を計上している。 

(3)退職給付引当金 

同左 

(3)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

及び年金資産額に基づいて算定し

た額を計上している。 

 ―――――――― 

  

(4)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備え

るため、内規に基づく基準額を計

上している。 

―――――――― 

  

５．重要なリース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

同左 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

６．重要なヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっている。

また、金利スワップについては特

例処理を採用している。 

(1)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっている。 

(1)ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっている。

また、金利スワップについては特

例処理を採用している。 

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  ヘッジ対象 

金利スワップ  借入金 

為替予約  買掛金 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  ヘッジ対象 

為替予約  売掛金、買掛金 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  ヘッジ対象 

金利スワップ  借入金 

為替予約  買掛金 

 (3)ヘッジ方針 

 当社の企業理念である堅実経営

に則り、将来のキャッシュ・フロ

ー変動リスクを回避する目的で金

利スワップを、また、外貨建金銭

債務にかかる将来の為替変動リス

クを回避するため、原則として個

別取引ごとにヘッジ目的で為替予

約取引を行っている。 

(3)ヘッジ方針 

同左 

(3)ヘッジ方針 

同左 

 (4)ヘッジの有効性評価の方法 

 原則としてヘッジ開始時から有

効性評価時点までの期間において

ヘッジ対象評価の方法とヘッジ手

段の相場変動の累計とを比較し、

両者の変動額等を基礎にして判断

している。ただし、特例処理によ

る金利スワップについては有効性

の評価を省略している。 

(4)ヘッジの有効性評価の方法 

 為替予約取引について個別ヘッ

ジを実施しており、ヘッジに高い

有効性があるとみなすことができ

るため、ヘッジ有効性の評価は省

略している。 

(4)ヘッジの有効性評価の方法 

原則としてヘッジ開始時から有効

性評価時点までの期間においてヘ

ッジ対象評価の方法とヘッジ手段

の相場変動の累計とを比較し、両

者の変動額等を基礎にして判断し

ている。ただし、特例処理による

金利スワップについては有効性の

評価を省略している。 

７．その他中間財務諸表(財

務諸表)作成のための基

本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理は税抜方式

によっている。また、仮払消費税

等及び仮受消費税等は、相殺の

上、流動負債の「その他」に含め

て表示した。 

 消費税等の会計処理は税抜方式

によっている。また、仮払消費税

等及び仮受消費税等は、相殺の

上、流動資産の「その他」に含め

て表示した。 

 消費税等の会計処理は税抜方式

によっている。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

固定資産の減損に係る会計

基準 

 当中間会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用

している。これに伴い、営業損失

が3百万円減少し、税金等調整前中

間純利益は88百万円減少してい

る。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則

に基づき各資産の金額から直接控

除している。 

──────  当事業年度より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６

号 平成15年10月31日）を適用し

ている。これに伴い、営業損失が

６百万円減少し、税金等調整前当

期純利益は85百万円減少してい

る。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基

づき各資産の金額から直接控除し

ている。 

不動産賃貸収入及び費用 ──────  従来、不動産賃貸に係る収入及

び費用は、「営業外収益」及び

「販売費及び一般管理費」に計上

していたが、当中間会計期間より

「売上高」及び「売上原価」とし

て計上している。この変更は、当

中間会計期間より不動産の有効活

用のために不動産開発部門を新設

し、不動産賃貸事業の拡大を図る

ことから、今後、金額的重要性が

増加することも考慮し、経営成績

をより適正に表示するために行っ

たものである。この変更により、

従来と同一の方法によった場合と

比較して「売上高」は35百万円増

加し、「営業利益」は同額増加し

ているが、「経常利益」及び「税

引前中間純利益」に与える影響は

ない。 

────── 

役員退職慰労引当金 ──────  従来、役員退職慰労金は、支出

時の費用としていたが、当中間会

計期間より内規に基づく基準額を

役員退職慰労引当金として計上す

る方法に変更している。この変更

は、当中間会計期間に役員退職慰

労金内規を整備したことを機に、

期間損益の適正化及び財務内容の

健全化を図るために行ったもので

ある。この変更により、当中間会

計期間に対応する額５百万円は

「販売費及び一般管理費」に、過

年度に対応する額48百万円は「特

別損失」に計上した結果、従来の

方法と比較して「営業利益」及び

「経常利益」はそれぞれ５百万

円、「税引前中間純利益」は54百

万円減少している。 

────── 

 



表示方法の変更  

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準 

──────  当中間会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日）を適用している。 

これまでの資本の部の合計に相当

する金額は9,916百万円である。 

なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部につい

ては、中間財務諸表等規則の改正

に伴い、改正後の中間財務諸表等

規則により作成している。  

────── 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（中間貸借対照表関係）  

 「証券取引法の一部を改正する法律」（平成16年法律第97号）が平

成16年12月１日より施行されたことに伴い、前中間会計期間まで「投

資その他の資産」の「その他」に含めていた投資事業組合への出資金

190百万円を、当中間会計期間より「投資有価証券」に計上してい

る。 

―――――――― 

項目 
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産減価償却

累計額 

（百万円） 

1,288 

（百万円） 

1,324 

（百万円） 

1,297 

※２．担保資産 担保に供している資産  

 （百万円）

 投資有価証券 894

担保資産に対応する債務  

 （百万円）

 短期借入金 400

    

    

担保に供している資産  

 （百万円）

 投資有価証券 1,099

担保資産に対応する債務  

 （百万円）

 社債 700

    

担保に供している資産  

 （百万円）

 投資有価証券 2,253

担保資産に対応する債務  

 （百万円）

 短期借入金 400

 社債 700

 計 1,100

  上記のほか東京都に対する預託

保証金として投資有価証券20百万

円が担保に供されている。 

 上記のほか東京都に対する預託

保証金として投資有価証券18百万

円が担保に供されている。 

 上記のほか東京都に対する預託

保証金として投資有価証券18百万

円が担保に供されている。 

※３．貸付有価証券 貸付有価証券     133百万円 

 投資有価証券のうち一部は株券

貸借取引により貸し付けている。 

――――― 

  

――――― 

偶発債務  取引先買入保証  

 （百万円）

八戸東市冷蔵㈱ 0 

   ―――――  

   

   

 取引先買入保証  

 （百万円）

八戸東市冷蔵㈱ 1



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※1.営業外収益の主要項目  （百万円） 

受取利息 12 

有価証券利息 55 

受取配当金 29 

有価証券運用益 303 

 （百万円） 

受取利息 11 

有価証券利息 50 

受取配当金 37 

有価証券運用益 136 

 （百万円） 

受取利息 21 

有価証券利息 112 

受取配当金 169 

有価証券運用益 497 

※2.営業外費用の主要項目 支払利息 31 支払利息 37 支払利息 62 

商品評価損 23 

※3.特別利益の主要項目 貸倒引当金戻入額 39 

厚生年金基金掛金返還益 22 

投資有価証券売却益 104 

貸倒引当金戻入額 376 

投資有価証券売却益 379 

貸倒引当金戻入額 36 

厚生年金基金掛金返還益 22 

※4.特別損失の主要項目 役員退職慰労金 100 

減損損失 92 

               

  

投資有価証券評価損 63 

過年度役員退職慰労引当

金繰入額 

48 

役員退職慰労金 29 

役員退職慰労金 100 

貸倒引当金繰繰入額 469 

減損損失 92 

※5.減損損失  当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損

損失を計上した。 

(百万円) 

 当社は、事業資産においては事

業所ごとに、遊休資産においては

個別物件単位で資産をグループ化

している。 

 冷凍工場については、現在再建

途上であり、改善の兆しは見られ

るものの継続的な業績不振の状況

となっている。遊休資産である千

葉県の土地は時価が著しく下落し

ており、今後の利用計画は決定し

ていない。 

 以上の理由により、帳簿価格を

回収可能額まで減額し上記金額を

減損損失として特別損失に計上し

た。 

 なお、回収可能額は、正味売却

可能額から処分費用等を控除した

額をもって算定している。 

場所 用途 種類 金額 

東京都  
冷凍工

場  

建物、

機械及

び備

品  

78 

千葉県 
遊休資

産  
土地  14 

──────  

  

 当事業年度において、当社は以下

の資産グループについて減損損失

を計上した。 

(百万円) 

 当社は、事業資産においては事

業所ごとに、遊休資産においては

個別物件単位で資産をグループ化

している。 

 冷凍工場については、現在再建

途上であり、改善の兆しは見られ

るものの継続的な業績不振の状況

となっている。遊休資産である千

葉県の土地は時価が著しく下落し

ており、今後の利用計画は決定し

ていない。 

 以上の理由により、帳簿価格を

回収可能額まで減額し上記金額を

減損損失として特別損失に計上し

た。 

 なお、回収可能額は、正味売却

可能額から処分費用等を控除した

額をもって算定している。 

場所 用途 種類 金額 

東京都  
冷凍工

場  

建物、

機械及

び備

品  

78 

千葉県 
遊休資

産  
土地  14 

減価償却実施額  （百万円） 

有形固定資産 14 

 （百万円） 

有形固定資産 26 

 （百万円） 

有形固定資産 30 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数増加0千株は、単元未満株式の買取による増加である。 

（リース取引関係） 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式（注） 15 0 － 16 

合計 15 0 － 16 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

有形固定資産 264 133 130 

その他 4 4 0 

合計 268 138 130 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

有形固定資産 414 167 247 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

工具器具備品 242 119 122 

その他 57 30 27 

合計 300 150 149 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 43百万円

１年超 88百万円

合計 132百万円

１年内   65百万円

１年超   183百万円

合計    249百万円

１年内   44百万円

１年超   107百万円

合計    151百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 43百万円

減価償却費相当額 41百万円

支払利息相当額 0百万円

支払リース料   27百万円

減価償却費相当額   26百万円

支払利息相当額  1百万円

支払リース料   70百万円

減価償却費相当額   66百万円

支払利息相当額  1百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっている。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によってい

る。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はない。 

  

（減損損失について）  

同左 

  

  

（減損損失について）  

同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度における子会社株式で時価のあるものはない。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 409.26円

１株当たり中間純利益 4.85円

１株当たり純資産額 441.52円

１株当たり中間純利益     25.76円

１株当たり純資産額   432.00円

１株当たり当期純利益   20.68円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載していない。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、新株予

約権付社債等潜在株式がないため記

載していない。 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純利益（百万円） 108 578 464 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間(当期)純益  

   （百万円） 
108 578 464 

期中平均株式数（千株） 22,461 22,459 22,460 



(2）【その他】 

 該当事項なし。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第58期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項なし。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成１７年１２月２０日

築地魚市場株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 大日向 雅子  印 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 湯浅 敦    印 

   

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている築地

魚市場株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４

月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、築地魚市場株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から固定資

産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成１８年１２月１４日

築地魚市場株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 岡村 俊克   印 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 百井 俊次   印 

 
指 定  社 員
業務執行社員

 公認会計士 湯浅 敦    印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている築地

魚市場株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４

月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、築地魚市場株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 追記情報 

（１） 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は不動産賃貸に係

る収入及び費用について、当中間連結会計期間から計上区分を変更した。 

（２） 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は役員退職慰労金

について、当中間連結会計期間から内規に基づく基準額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更した。

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成１７年１２月２０日

築地魚市場株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 大日向 雅子  印 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 湯浅 敦    印 

   

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている築地

魚市場株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第５８期事業年度の中間会計期間（平成１７年４

月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中

間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、築地魚市場株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４

月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減損

に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成１８年１２月１４日

築地魚市場株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 岡村 俊克    印 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 百井 俊次   印 

 
指 定  社 員

業務執行社員
 公認会計士 湯浅 敦    印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている築地

魚市場株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第５９期事業年度の中間会計期間（平成１８年４

月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主

資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、築地魚市場株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４

月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 追記情報 

（１） 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は不動産賃貸に係る収

入及び費用について、当中間会計期間から計上区分を変更した。 

（２） 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は役員退職慰労金につ

いて、当中間会計期間から内規に基づく基準額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 
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